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令和２年度 公益財団法人ソフトピアジャパン事業計画 

 

《基本的方針》 
 

政府では、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」の中で、地域の課題解決に主体的

に取り組む先駆的な地方自治体を情報・人材・財政の面から支援する。また、サプライチ

ェーン全体の最適化を含めて生産性向上を図るため、中小サービス等への IT ツール導入

支援、中小企業の実態に合った AI ツール開発と AI 人材育成の一体的推進、中堅・中小企

業に対する IoT・ロボットの導入・利用促進支援等を行う。としている。 

また、岐阜県では、「『清流の国ぎふ』創生総合戦略」及び「岐阜県成長・雇用戦略

2017」の中で、AI や IoT 等先端技術を活用した県内産業の生産性向上やイノベーション

創出を支援する。としている。 

 

こうした中、財団では中期目標（H29～R2）を定め、県内産業の生産性の向上、高度化

の拠点として、IT の導入・活用による地域産業の持続的発展と、地域の特徴を活かした

IT 技術によるイノベーション創出を促進することとしている。 

本年度は、IoT、AI やロボットを活用できる県内産業の人材を育成する実践的な研修等

を拡充する。また、設立から 3 年目となる岐阜県 IoT コンソーシアムの活動を一層強化す

る。さらに、県内の各種産業団体等との連携を強化し、県内産業の IT/IoT 導入、生産性

の向上を引き続き促進する。 

 

 

《事業概要》 

１ 中小企業の情報化・競争力向上を支援する産業高度化事業 

① ものづくり現場で IoT 等の導入を支援する専門家等の派遣 

②  県内中小企業等にも手が届く AI の導入/活用の促進、生産性向上等を支援 

③ ソフトピアジャパンエリア企業への総合的な支援 

 

２ 産業人材を育成・供給する人材育成事業 

① 製造業等で活用できる IoT/IT/AI 等の知識を備えた人材の育成  

② 情報産業等の技術者・開発者を対象とした人材の育成 

③ 次世代を担う中高生を対象とした人材の育成 

 

３ 新たなサービス・新商品の創造を支援する事業 

① IoT 等を活用した商品等の創出を図るために必要な機材貸出や情報提供等を行 

 う支援施設の運営 

② オープンイノベーションによる新商品・新サービスの創出を支援するワークショ 

 ップ等を実施
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《事業内容》 

 

【公益目的事業会計】 

 

１ 中小企業の情報化・競争力を支援する産業高度化事業 

（１）スマート生産性向上推進事業 

（予算額：７,４５７千円） 

県内のものづくり中小企業の人材不足が深刻化する中、IoT やロボット、AI 等

による生産性向上に取り組むため、これまでに国の「スマートものづくり応援隊

事業」を活用して育成した指導者等、製造現場の経験が豊富な人材や、IoT やロボ

ット、AI に関する知見を有する人材を製造現場に派遣する事業を実施する。 

 

ア 現場派遣事業 

IoT・IT 導入を支援するスキルを持った指導者等を県内ものづくり中小企業等

へ派遣し、IoT やロボット、AI 等の導入による生産性向上を促進する。 

 

イ 指導者育成（フォローアップ）事業 

これまでに育成した指導者等が、最新の IoT ツールや AI ツール等を使って、

生産性向上等を支援できるようにフォローアップを実施する。 

 

（２）ＩｏＴ活用支援事業 

（予算額：４,０１８千円） 

県内中小企業等への IoT、IT サービス等の活用・導入を促進するため、その手

法と効果について普及啓発を行うとともに、専門家の派遣により高度で専門的な

課題に対応する。 

 

ア 情報提供・普及促進 

 経済支援団体等（商工会議所等）と連携したセミナーを開催し、IoT、IT サー

ビス等の活用を普及促進するためのセミナーを開催し、IoT、IT サービスを活用

したデジタル化等によるより良い経営を行うための手法や効果について情報提供

を行う。 

 

イ 専門家派遣 

中小企業からの相談を受け、まずは財団職員が訪問してヒアリングし、助言・

指導等を行う。専門的なコンサルティングが必要な場合は、対象や目的に応じて

専門家を派遣し、高度な課題に対応する。 

 

（３）ＩｏＴコンソーシアム推進事業 

（予算額：５０,０００千円） 

県は、平成 30 年６月に IoT、AI、ロボット等を活用し生産性向上、新商品・新

サービス創出等を推進する県内外の企業や団体で組織する「岐阜県 IoT コンソー

シアム」を設立した。 

当コンソーシアムに参加する企業・団体等が実施する実証事業等の各種 IoT 活

用に関連する活動を支援し、その活動を通じて得られる知見を県内企業や団体等

の運営・人材育成等に展開する事業を実施するための事務局を財団が担う。    

 

ア ＩｏＴコンソーシアム事務局運営事業 
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先進的な IoT 等の活用事例の調査、講演会・セミナー等による IoT 等の導入・

活用事例の紹介、普及活動及び IoT 分野の各種課題解決に自律的に取り組むワー

キンググループの実証・開発事業を支援する。 

 

（４）ＡＩ活用支援事業 

（予算額：６,７７９千円）     

県内中小企業等にも手が届く、導入のしやすさや低コストに重点を置いた AI の

活用を支援し、生産性の向上を図る。 

 

ア AI 活用支援 

各種センサーや画像等のデータを蓄積し、AI を活用したデータ解析をするこ

とで、異常の検知、設備故障の予測、不良品の効率的な発見等に繋げ、コスト削

減や品質改善を実現する AI の活用支援を行う。 

 

（５）ソフトピアジャパン企業支援事業 

（予算額：３,６６８千円） 

ソフトピアジャパンエリアの立地・入居企業を総合的に支援することにより、

企業の競争力強化や企業間の連携を促進し、情報産業の振興を図る。 

 

ア 立地企業等の人材確保支援 

魅力ある就職先としてソフトピアジャパンエリアの認知度を上げることで、各

社の共通課題である人材確保を支援することで、進出企業の経営基盤や競争力の

強化を図る。 

 

イ 交流支援 

立地・入居企業や各種団体等が行う情報交流・技術交流活動等に参加するとと

もに、企業活動に有益な情報を収集・提供することにより、立地・入居企業の活

動を支援する。エリア内企業の販路開拓を支援するために、メッセナゴヤ、もの

づくり岐阜テクノフェア等の展示会への出展等を支援する。 

 

 

２ 産業人材を育成・供給する人材育成事業 

（１）産業人材育成事業 

（予算額： ２１,６０２千円） 

IT 企業をはじめ、県内の企業・団体等を対象に、IoT や AI 活用を促進するため、

IoT、AI 分野を中心とした研修カリキュラムで、製造業や情報産業等の IoT のビジ

ネス活用、AI や IT スキルを有する産業人材の育成に対応した研修を実施する。 

 

ア IoT・IT 人材育成研修 

県内企業を対象に、IoT の基礎からデータ分析、可視化等に必要な知識や技術

やセキュリティの他、AI の利用のために必要な基礎知識や機械学習を取り上げ、

専門的な知識と新技術習得に関する研修を実施する。 

 

イ IoT 実践研修 

県内企業を対象に、IoT 活用を推進するため、IoT の導入からロボットや AI の

利活用などを取り上げ、県内の団体等と連携しニーズに沿った研修を県内各地で

も実施する。 
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ウ 次世代人材育成研修 

次世代の IT 人材を育成するため、高校生を対象に IT をテーマにした人材育成

研修の開催や中学生を対象にしたサマーサイエンススクールの開催を支援する。 

また、次世代技術の普及促進を担う人材を育成するため、セミナー・勉強会の

開催やコミュニティ活動の支援を実施する。 

 
 

（２）ＡＩ開発人材育成事業 

（予算額：３,０１１千円） 

AI システムの導入を行うものづくり企業等の AI 分野の人材育成を支援し、新た

なサービスの創出や生産性向上を推進する。 

 

ア AI 開発人材育成研修 

AI 活用による生産性向上のために、自ら AI システム導入を行う企業や導入を

支援する企業の AI 活用人材を育成する研修を実施する。 

 

 

３ 新たなサービス・新商品の創造を支援する事業 

（１）オープンイノベーション創出拠点事業 

（予算額： １２，３３８千円） 

IT 技術を活用した商品やサービスの開発、業務の効率化に関わる技術的な支援

・相談対応、県内事業者の自発的なアイデア等を形にする支援を行うとともに、

商品開発のスピードを加速する３Ｄプリンター等のデジタル機器貸し出しを行う

「ものづくり空間“Fab-core”」を運営する。さらに、オープンイノベーション

による新商品・新サービスの創出を支援するワークショップ等を実施する。 

 

ア ものづくり空間“Fab-core”の運営 

・デジタルファブリケーションを実現する機器の貸出 

・IoT 技術や商品開発の試作等に関する相談対応 

・商品・サービス創出ワークショップを補完する講座 

・デジタルファブリケーション等の情報交換を行う場の提供 

 

イ 商品・サービス創出ワークショップの実施 

・最新 IT 技術等を活用した商品・サービス開発セミナーの開催 

・新サービス創出、商品開発に求められる近年注目のビジネス 

・デザイン、イノベーティブ思考などのワークショップの開催 
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【収益事業会計】 

 

４ 収益事業会計 

（１）ＷＥＢ広告・特許権等活用事業 

（予算額：   １００千円） 

     ア 財団ホームページに企業等のバナー広告を掲載し、掲載料を収入する。 

 

 

 （２）ぎふＩＴ・ものづくり協議会事務処理受託事業 

（予算額：   ６００千円） 

  ぎふ IT・ものづくり協議会の会員の入退会管理や、総会/理事会/講演会の開催

に関する事務等、協議会運営に関する事務作業を受託して実施する。 

 

 

 

 


